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Ⅰ　はじめに
　本稿の課題は，亡命ロシア人経済学者ボリス・ブルツクス（1874-1938）に
よる，ネップ期ソヴェト経済の分析を紹介し，その特徴と意義を論じること
である（₂）。ブルツクスは，その学者としての後半生の大きな部分を，十月革
命後にロシアで形成された社会経済体制の批判的分析に捧げた。彼が1922年
に共産党統治下のロシアで公表した論文「社会主義体制下の国民経済の諸問
題」(Бруцкус 1922a) は，その出発点をなす研究であり，今日では，社会主義
経済の理論的批判における古典的著作としての地位を確立している（₃）。
　国外追放以前のロシアでは，ブルツクスは，ロシアにおけるユダヤ人問題
と農業問題という二つの領域の専門家として，著名な存在であった。二月革
（₁ ）　本稿は科学研究費補助金による研究成果の一部である（課題番号23530245）。
（₂ ）　ブルツクスの経歴については，Каган (1985)，Рогалина (1998)，森岡(2000) を参照。
（₃ ）　この論文は，F. ハイエクによる序文を付して，Brutzkus (1935) の第1部に収録され，
2000年には，経済計算論争に関する叢書（全₇巻）の₁冊として再刊された（Boettke, 
2000）。その意義については，森岡 (1995) を参照。
（135）
2命期には，彼は農業経済学者として，自由経済協会や農業改革連盟で多くの
報告を行い，臨時政府の土地改革委員会や農業改革連盟に参加した（₄）。こ
れらの場で彼は，当時最も大きな影響力を持っていた，ナロードニキ的な私
有地の無償分配論や土地社会化論を批判し，大土地所有の収用を，国民経済
の資本主義的発展を損なわず，土地の分配後に勤労農民経営が土地の責任あ
る利用者として国民経済において積極的な役割を果たせるような方法で行う
こと，また，土地の私的所有と土地信用は，農民経営の強化と農村過剰人口
の都市への円滑な移動の両立を可能にする制度であり，敵視すべきではない
ことを力説した (Бруцкус 1917)（₅）。ネップ開始後の1922年₃月には，ブル
ツクスは，農業問題の専門家が一堂に会し，ソヴェト政府の農業人民委員部
の代表者も参加した農学者大会で「国民経済復興の経済的諸前提」と題する
報告 (Бруцкус 1922c) を行い，破局的飢饉にまで至った革命後の国民経済の
崩壊の根底に，地主貴族の土地だけでなく農民の私有地をも再分配の対象と
し，農民経営の貧窮への平準化をもたらした農業革命と，労働の成果に対す
る自由な処分権を否定する食糧割当徴発があったことを指摘した。彼はまた，
ネップへの転換後のソヴェト政府の経済政策を評価しつつ，国民経済の復興
を進めるには，貿易の国家独占の廃止を含む商業の完全な自由化，土地信用
の再建や通貨の安定化などを条件とする土地市場の将来的回復，さらには，
法治と民主主義の理念の再承認が必要であることを，公然と主張した（₆）。
　社会主義批判の論文や農学者大会での発言はГПУの注目するところとな
り，ブルツクスは1922年秋に，多くの知識人とともに逮捕・拘禁され，まも
なく国外に追放される。ブルツクスがソヴェト経済の研究に精力的に取り組
んだのは，亡命地のベルリンにおいてである。彼は，亡命ロシア人が設立し
（₄ ）　小島（1987）は，ブルツクスのこの面での活動に最も早く言及した研究である。
（₅ ）　二月革命期のブルツクスの活動については，森岡（2008a）を参照。
（₆ ）　農学者大会前後の時期のブルツクスの活動については，森岡（2006）を参照。
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たロシア学術研究所に拠点を置いて，亡命ロシア人の雑誌と新聞，さらには
ドイツの出版物に，多くの論文・論説を公表した（７）。本稿では，これらの
うちで，亡命直後から1929年前半までの時期に公表された，ネップ期のソヴ
ェト経済を対象とするものに注目し，それらを一つの体系的なネップ論とし
て構成する。上述の公表時期が示すように，これらは全て，歴史分析として
ではなく，同時代の現実の分析として書かれたものである。
　ネップの崩壊から五カ年計画と集団化へと変転するソヴェト経済を追い続
けたブルツクスは，自らのネップ論を一冊の本にまとめることはなかった。
しかし，彼がパリにおけるエスエル系亡命ロシア人の総合雑誌『現代の手記』
に2巻にわたって発表した大論文「ソヴェト-ロシアの国民経済，その本質と
運命」（1929年）は，1928年以降のネップの崩壊という事実を受けて書かれ
たことに加えて，内容の点においても，ネップについてのブルツクスの最も
包括的な論考とみなすことができる（８）。本稿では，この論文を中心に据え，
それを補う形で，その他の論文や論説を利用する。
　以下，ブルツクスのネップ論を，ソヴェト経済の客観的認識の可能性と困
難性（第II節），ネップ期の経済復興の要因（第III節），ネップ期のソヴェト
経済の基本的構造（第IV節），ネップ体制の危機と崩壊（第V節）という₄
つの論題に分けてみていくことにしよう。
（₇ ）　ブルツクスの新聞論説の多くは，カデット系の新聞『ルーリ〔舵〕』に掲載された。
（₈ ）　Бруцкус （1929a）。ブルツクスとエスエルは論敵の関係にあり，この雑誌の刊行者で
ある元エスエル右派のM. ヴィシュニャークとブルツクスは1924年に論争を交わしたこ
ともある。しかし，革命後のユダヤ人の状態に関する論文を1928年に同誌に寄稿したこ
とが契機となって，ブルツクスと同誌の関係は改善し，1929年以降，同誌はブルツクス
のソヴェト経済論の主要な発表の場となった（森岡 2008b, p. 54）。ただし，上述の論文
の掲載に際しては，ブルツクスは編集部の要請により，「大幅な短縮」に加えて，内容
上の修正も行った（Рогалина 1997, c. 152）。ブルツクスが私信で「『現代の手記』はよ
うやく私の論文を印刷した」と述べていること，またこの論文の中心的な主張が『ルー
リ』1928年12月₇-₈日付に掲載された「ネップの廃墟にて」（Бруцкус 1928） と一致し
ていることから，論文の草稿は1928年のうちに書かれたものと思われる。
4Ⅱ　 ソヴェト経済の客観的認識の可能性と困難性
₁　 ネップ期の経済統計と経済文献
　ブルツクスは，亡命地からソヴェト経済について客観的な認識を形成する
ことははたして可能であるか，という問題を提起している。このことが問題
となるのは，ソ連は国境を閉ざして出入国を厳格に統制しており，今や「ロ
シアに入国を許されるのは，主として，そこに賞賛の材料を探しに行く人々
である」という状況が生じているからである。外国からソ連の現実を知るた
めには，現地で刊行されている文献に頼るしかないが，「それらは全て共産
党による二重三重の検閲を経ており」，その書き手は，共産党員あるいは共
産党権力に従う人々である。したがって，多くの人が，そのような文献の価
値を疑うのは，理由のないことではない (Бруцкус 1929a, c. 402)。
　にもかかわらず，ブルツクスの考えでは，少なくとも経済の領域では，ネ
ップ期のソ連には「きわめて豊富な経済統計と，きわめて豊富な経済文献が
存在しており，それらに基づいて現在ロシアの経済生活について明確な認識
を構成することは可能である」。そのような統計や文献の豊富さは，偶然で
はなく，国家が最も重要な経済組織を手中にし，経済生活全体の計画的な指
導者を自認しているという「ロシアの経済生活の独特の組織の直接的な帰
結」にほかならない。経済の指導者としての役割を果たすために，国家は経
済生活の研究に，「他のあらゆる国にまさって，強い関心をよせている」。こ
うして，ソ連では，資本主義国では関心を持たれないか，「営業の秘密」と
される多くの要素が，統計と研究の対象となるのである (c. 402-403)。
　ブルツクスは，中央統計局，ゴスプラン，財務人民委員部景気研究所など
のソヴェト政府機関による統計を，戦前のロシアの統計に比してはるかに水
準が高く，「国際的にも特に高い価値を持っている」と評価する。もちろん，
それらは無条件に信頼できるものではない。とりわけ，記録をとることへの
農民の正当な警戒心や，計画作成の要請から生じる，不確かなものをも全て
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数字で表そうとする傾向は，統計の信頼性を低める要因である。しかし，ブ
ルツクスにとっては，ソヴェト統計を「何らかの特殊な偏向のかどで非難す
ることは，公正ではなく，それどころか，考えも及ばない」ことである。ソ
連において「統計資料の宣伝目的での偏った利用」が広く見られるとしても，
「それによってこの統計の価値が損なわれるわけではない」(c. 404-406)。
　種々の政府機関によって発行されている経済分野の雑誌・新聞は，その種
類において戦前をはるかに上回る。確かに，純粋な理論的研究の面では，そ
こには「独特のマルクス主義的スコラ哲学」以外のものは見いだせない。し
かし，現実経済の問題では，それらは，「忠誠心や楽観主義に満ちた指導的
な公式論説」と並んで，非党員の学者による「経済生活の学問的研究と，目
下の経済政策の諸問題の実際的な検討」に寄与する多くの論説を含んでいる（９）。
個々の問題の検討には「多様な観点」が共存し，寄稿者は「ソヴェト権力の
経済政策の基本路線についてすら，学問的形式において，また若干の用心を
伴ってではあるが，異論を述べることが許されている」。それゆえ，ロシア
の文献を注意深く読めば，「ロシアの経済生活の個々の側面についても，ま
た国民経済全体の発展についても，マルクス主義のドグマから自由なロシア
のすぐれた経済学者の意見を多少ともよく理解することができる」(c. 407)。
　もちろん，ソ連の出版物に，ソヴェト経済についての「公式の教義からは
っきり離れた定式化」や，「現実のシステムに対する，公式見解と異なる率
直な評価」を求めることはできない。それができるのは，「共産主義的検閲
の万力から自由な」亡命ロシア人だけであり，ブルツクスによれば，それは
「われわれ国外にいる経済学者に課せられた任務」である (c. 408)。国外のロ
（₉ ）　ブルツクスは後の著作で，この時期にソヴェト政府機関で活躍し，後に弾圧された
非党員研究者として，Н. Д. コンドラーチェフ，А. Л. ヴァインシテイン，А. В. チ
ャヤーノフ，Н. П. マカーロフ，Н. П. オガノフスキー，В. Г. グローマン，В. А. 
バザーロフ，А. М. ギンスブルグの名をあげている （Brutzkus, 1935, p. 233）。これら
の経済学者については，Jasny （1972), 小島 （1987, 2008） を参照。
6シア人経済学者には，「革命後のロシアの独特の経済システムの全く客観的
な理解のために全力を振り絞る義務」がある (c. 410)。
　この点に関わって，ブルツクスは，亡命ロシア人が，「ボリシェヴィキの
軛の下で働くことを余儀なくされている勤労知識人」に対して「乱暴な否定
的態度」をとることを戒めている。彼の考えでは，たとえ彼らが「自らの研
究をマルクスやレーニンの引用から始めたとしても」それだけで彼らを「ソ
ヴェト的」と呼んではならない。彼らが思想的にも共産主義に屈服したのか
否かの評価は，「彼が表明している思想の中身によって行うべきであり，そ
れがとらざるをえない形式によって行うべきではない」(1927a)（10）。
₂　 客観的困難と主体的困難
　革命後のソヴェト経済研究は，ソヴェト経済の個々の側面の実証的解明と
いう面で「顕著な成功」を収めている。とりわけ，ロシアの資料の価値を知
り，それを積極的に収集・利用している亡命ロシア人経済学者は，共産党の
「皮相な宣伝文献の信用を失墜させる」のに貢献した（11）。この点を評価しな
がらも，ブルツクスは，「ロシアの革命後の経済発展について，全般的な概
念を与える試み」は，まだ十分には行われていないと指摘する。ブルツクス
の見るところでは，この不十分さは，一部は，ソヴェト経済という対象の客
観的性質に，一部は，研究者の側の姿勢に起因する (Бруцкус 1929a, c. 408)。
　客観的要因としては，何よりもまず，ネップへの移行後も「ロシア国民経
（10 ）　資料の豊富さや見解の多様性に関するこれらの特徴づけは，1928年頃までの状況を
念頭に置いたものである。ブルツクスが「ロシアの経済生活の脈動を探求するうえで，
多大な便宜を提供する」雑誌として注目していた『景気研究所ブレティン』の廃刊は，
彼にこの面での転換を告げる出来事であった （Бруцкус 1929a, c. 406, 408）。周知のよう
に，まもなく統計や文献をめぐる状況は一変し，1930年代以降のソヴェト経済は，秘密
のベールに包まれてゆく。
（11 ）　ブルツクスは，ソヴェト経済に関する系統的な資料の収集と分析という点で，С. Н
. プロコポーヴィチの「特別な貢献」を称えている （Бруцкус 1929a, 408）。
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済はなお，そのバランスにおいて不安定な状態にある」という事実がある。
年々「別の時代であれば10年を要したような大変動」が発生しており，そ
のため「ロシア国民経済では，まだ堅固に打ち立てられ，明確な形をとって
いるものは何一つない」。また，ソ連では，政府の経済政策が経済生活に強
い影響力をもち，しかも政策は著しく動揺的である。このような状況では「発
展の全般的な支配的傾向をとらえることは容易ではない」。さらに，「ロシア
の国民経済を西欧資本主義諸国の型紙によって判断することはできない」こ
とも，大きな困難を作り出す。これは，ソヴェト経済には何らの法則性もな
いということではなく，そこでは「経済の諸法則はきわめて独特の結合のも
とに現れる」ということである。ソヴェト経済の解明のためには，この「独
特の結合」の特徴をとらえなければならない (c. 408-409)。
　一方，客観的認識を阻む主体的な困難は，「既存の権力組織に対する否定
的な態度」にある。亡命ロシア人の多くは，共産党独裁を嫌悪するあまり，「現
代のロシアで生じている全てのことを黒一色で塗りつぶそうとする傾向」に
陥っている。ブルツクスによれば，こうした傾向の誤りは，「ロシアでは無
制限の専横が支配しているが，その現実の権力には一定の限界がある」こと
を見ない点にある。ソ連の権力組織は，「民族有機体の経済を損なう害毒」
であり，その有害さは帝政の専制をしのぐが，それでも「この権力は民衆の
生活の全体を尽くすものではない」(Бруцкус 1926d)。民衆は，限られた範囲
においてではあるが，自らの経済活動を自由に展開し，政府の政策に抵抗す
る可能性を持っている。ソヴェト権力の経済生活への影響力がいかに大きく
とも，ソヴェト経済の現実の運動は，「ある程度まで，人民大衆の基本的志
向や，この国民経済を構成する共産主義とは無縁の諸グループの意志によっ
ても決定されている」(1929a, c. 409)。国外の新聞が，共産党権力の専制と抑
圧を告発することは，「共産主義が後退を余儀なくされた限りで，…国民経
済はよみがえったという事実を認めることを妨げるものではない」(1927a)。
8　共産党の「ふるまいの全てを見境なく否定する」という態度は，ソヴェト
政府による市場の合法化，個人農の奨励，出来高賃金の拡大などの政策を，
亡命ロシア人の社会主義的部分だけでなく，ブルジョア的な部分までもが批
判するという奇妙な事態を引き起こした。しかし，ネップ下の諸々の政策が
共産主義の政治信条に矛盾するものであるという事実は，ロシア国民経済の
観点からは，重要なことではない。国民経済の再建ために労働規律の回復が
必要であるならば，「共産主義権力がそれを実現しようとしたことを非難し
ないように」しなければならない (1927b)（12）。
　ブルツクスは，亡命ロシア人の上述の態度の背後に，ロシアの経済的破局
を待望する心理を見いだしている。しかし，「経済的に解体した国は，健全
な政治制度を確立することはできない」(1922d)。実際に，1921-22年冬の大
飢饉が農村にもたらしたものは，沸騰ではなく，「墓場の静寂」であった 
(Brutzkus 1925, S. 191)。それゆえ，ロシアの民主主義的再生の可能性を信
じる者は「内的な破局には救済を求めない」(Бруцкус 1927a)。ブルツクスに
とって，ソヴェト権力と民衆の経済生活を区別し，後者における前進的要素
を認識することは，学問的に正しい態度であるだけでなく，亡命ロシア人が
将来ロシアの再生に貢献するための，不可欠の前提条件をなすのである。
Ⅲ　ネップ下の経済復興とその要因
₁　民衆の獲得物としてのネップ
　ブルツクスのネップ認識の出発点にあって，その全体を規定するのは「民
衆がレーニンから奪い取ったものである」という命題である(Бруцкус 1924c)。
この命題は，ネップはレーニンが社会主義建設の一段階として作り出したシ
（12 ）　それゆえ，ブルツクスは，ネップと共産主義の明白な矛盾を指摘して満足する立場
には与しない。彼にとって，ネップと共産主義の整合性は，「ボリシェヴィキ自身に考
えさせればよい」問題であった（Бруцкус 1922d）。
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ステムである，という命題と対立する。
　内戦が実質的に終了した後，共産党は共産主義の「論理的完成」に向けて，
食糧割当徴発の徹底的遂行，バザールの破壊，貨幣の最終的廃絶，労働手帳
による都市住民の生活統制，等々の政策を進めた。1921年春にレーニンがこ
れらの政策を突如転換したのは，経済的破局を恐れてのことではない。レー
ニンは「彼の政策が要求した膨大な犠牲をほとんど気にとめなかった」
(1926b)。革命後の共産党の経済政策は，「その惨憺たる帰結を顧みずに政策
を継続するという犯罪的なまでの無思慮」に貫かれており，「農業の破滅も，
工業の破壊も，飢餓と貧窮による数百万の人々の死も，共産主義の領袖たち
に，彼らの理想の誤りを確信させることはできない」(1925d, 1927b)。レー
ニンに退却を余儀なくさせたのは，クロンシュタットの蜂起に至る全国的な
反乱の波に示された「人民大衆，とりわけ農民の，執拗な要求と積極的な行
動」であった。レーニンはこのときはじめて，「明確に表明された農民の意
志に逆らってロシアを統治することはできない」ことを認め，ソヴェト権力
を維持するために，農民に譲歩することを決意したのである (1927b)。こう
して，「ネップの公布は，多くの血で贖われた。それゆえ，この経済構成が
外から見てどのように貧弱なものであろうと，それは，民衆の堅固な，奪う
ことのできない獲得物である」(1926b)。
　確かに，ネップの到来は「遅すぎた」。それが開始されたとき，ロシアは
すでに「途方もない破局」に落ち込んでおり，ステップ地域では，飢餓によ
り数百万の人々が滅んだ。「この大破局による犠牲者は，数えられていないし，
これからも数えられることはないだろう」(Brutzkus 1925, S. 166)（13）。また，
「力の政策を報じる精神の中で育ってきた」多くの共産党員は，ネップを嫌
（13 ）　ソヴェト政府は公式には餓死者の総数を語らなかったが，権力の内部では，ВЧКか
ら各地の餓死者について詳細な報告を受けていた。例えば1921年₁月10日付の報告は，
年明けからサマラ県で3173人，タタール共和国で6536人，チュバシスクで約1000人が餓
死したことを伝えている（Берелович и Данилов 1998, c. 556）。
10
悪し，しばらくの間，その実施を遅らせようとさえした (S. 186)（14）。それ
でも，ネップがもたらした「自らの生産物に対する形式的に自由な処分の機
会」は，当時の絶望的にも思われた状況において，「よき時代の夜明け」と
して多くの人々に希望を与えた (S. 219)。ブルツクスは，このように民衆が
多くの犠牲を払って自由な販売の権利を獲得したということのうちに，「ロ
シアの将来の再生の保証」を見いだしている (Бруцкус 1926b)。
₂　 国民経済の復興
　1921年₃月の食糧税布告は，農民による余剰生産物の販売が，現物交換の
形で行われることを想定していた。しかし，広範な交換は貨幣なしには不可
能であり，半年後には，「国民経済のあらゆる要素は，強固に国有化された
社会主義的工業を含めて，貨幣交換に基づく市場流通にまきこまれていた」。
これにより，ソヴェト経済は貨幣経済に立ち戻った (Brutzkus 1925, S. 183)。
1921年末には搬送などの賦役が軽減され，まもなく税に統合された (S. 204)。
　広大な農村での市場の組織を急速になしうるのは，私的商業のみである。
それゆえ，国内では私的商業が合法化され，ネップの初期には，それまで徹
底して弾圧されていた私的商人が，「社会革命と共産主義の政策によって引
き裂かれた経済の組織を再び編み上げる」役割をはたした (Бруцкус 1926b)。
　1922年の豊作により，1916年から続いたロシアの食糧危機はさしあたり収
束した。1923年には，税を現物または貨幣の任意の形態で払うことが認めら
れ，1924年には現物税が廃止されて貨幣税に統一された。この年にはまた，
国民経済全体での通貨の安定化が達成され，私的商業の活動に媒介されて，
市場から離れていた「膨大な農民大衆が，流通に立ち戻った」(Brutzkus 
（14 ）　ブルツクスはこの点について，「レーニンの巨大な権威のみが，この政策を押し通す
ことができた」と考える （Brutzkus 1925, S. 166）。ネップ導入に対する共産党内での反
発については，梶川 （2004） を参照。
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1925, S. 189)。農民はなお国税の大きな部分を担ったが，その負担は農民経
営に「破壊的な影響を及ぼさない」水準にまで軽減された (S. 205)。
　ネップ下の復興の状況を概観すると，農業生産は1922年時点で播種面積は
戦前の₇割，家畜は₆割という水準に落ち込んでいたが，1926/1927年（15）
には戦前の播種面積をほぼ回復し，家畜も総数では回復した (Бруцкус 
1929a, c. 434) 。役馬や農具の回復はなお不十分であるとはいえ，耕作・堆
肥の改善や，土地整理（混在耕地の経営別の分合）により，「経営の質的な
改善」が見られた。その顕著な徴候は，革命期にほとんど消滅した「集約的
な工芸作物の耕作の急速な増大」である (1926a)。しかし，ソヴェト政府が「特
に強い圧力を穀物価格に及ぼし」，強度の累進課税によって富裕な農民を圧
迫したことは，市場向け穀物生産の復興を妨げた (1928)。農村の小規模信用
機関は，政府によって再建が進められたが，「住民の独立的な活動に依拠し，
彼らの信用を享受する」という戦前に達成されていた状態は回復しておらず，
また共産党の独裁の下では決して回復することができない (Brutzkus 1925, 
S. 201)。さらに，人口の継続的増大，工業の不十分な復興，農業外の稼得
機会の不足，移住運動の途絶のもとで，農業過剰人口の問題が深刻化しつつ
ある (SS. 203-204)（16）。
　工業では，国有大工業において「最も大きな成功がみられた」。ネップ開
始時点では大工業生産は戦前の₁/₆にまで縮小していたが，1926/27年には，
生産規模において戦前水準を回復した。1923/24年までは，直ちに稼働可能
な既存の工場に生産を集中するという方針がとられたために，「更新投資は
わずかしか行われなかった」。工業への投資は，（電化事業を別とすれば）稼
働率を高めるために，その大半がもっぱら流動資本に向けられた。しかし，
（15 ）　ネップ期の経済統計は，10月₁日から始まる経済年度で区切られていた。
（16 ）　ブルツクスの農業過剰人口論については，Бруцкус （1922c） を参照。これは逮捕の
直前に，農業人民委員部刊行の雑誌に発表されたものである。
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1924/25年から，「放置された減耗を補う」ための大規模な更新投資が行われ，
正の蓄積が開始された (1929a, c. 428)。生産の拡大は雇用の拡大を伴ったが，
農村から都市に戻る人々を十分に吸収することはできず，1926/27年には，
登録失業者は約200万人（被雇用者の₁/₄）に達した (c. 458)。
　国有大工業がこのように農業を上回るテンポで回復したのに対して，私的
な大工業は，辺境に散在する利権を含めても，工業生産に占める比率は僅か
であり，利権の解消によってその比率はさらに低下した (c. 417)。小工業（農
村のクスターリ工業や手工業）の発展は，一時「耐えがたい税負担」に阻害
された。しかし，1925年に圧迫が緩和されると，急速に拡大して農民経営と
の結合を強め，いくつかの部門では，原料の確保をめぐって，国有企業を脅
かす存在になった (Brutzkus 1925, S. 211; Бруцкус 1926a)（17）。
　大工業以外の社会化部門は，「工業よりもはるかに悪い状態にある」。鉄道
輸送は戦前のように国家に収入をもたらしておらず，河川輸送の回復は緩慢
である。また，都市の住宅は「ソヴェト権力の活動の最も暗い部分をなすも
の」であり，住宅資本の減少は停止していない (1929a, c. 433)。物的生産の
顕著な増大の意義は，輸送の回復の立ち遅れに加えて，流通の組織が「全く
うまくいっていない」ことによって著しく減殺された。国家独占の下にある
外国貿易は，帝国から多くの地域が分離したにもかかわらず，1926/27年で
も戦前の₄割にすぎない。国内商業においても，農産物の商品化率は戦前（22
％）の₃/₄の水準にとどまる。商品化率の低下は，革命前にすでに主に農
民経営によって生産されていた農産物でも生じている。このような市場取引
の縮小の原因は，私的商業が抑圧され，農民が自らの農産物の販売に際して
（17 ）　ブルツクスは Бруцкус （1929a, c. 434） で，私的小工業は「農業ほどに回復すること
はできなかった」と述べているが，クスターリ工業は1924/25年から1926/27年にかけ
ての急速な成長により，戦前水準を上回る回復を達成している。ただし，その後は政策
の転換に伴い，クスターリ工業が「停滞ないし後退」に陥ったことは確かである（奥田 
1978, pp. 205-211）。
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「しかるべき対価を受け取れない」ことの帰結である (c. 436)。ネップの初
期に国民経済の再組織に大きな役割を果たした私的商業は，その後，卸売商
業の大部分から排除され，小売商業でも，副次的な存在にとどまるか，ある
いは「国有商業への完全な従属」に陥っていた (c. 415-416)。
　とはいえ，全体として，「ネップの諸条件のもとでロシア国民経済の部分的
な復興が生じたことは，いかなる疑いの余地もない」。とりわけ，1922/23年
から1925/26年にかけての₄年間の国民経済の復興はめざましい (c. 428)（18）。
1924年の凶作は，一部の地域の農民に深刻な困窮をもたらしたが，国民経済
の復興を停止させることはなかった（19）。
₃　急速な復興を可能にした諸要因
　ネップは，私的経済に発展の機会を与えることによって，「ロシア国民経
済の再生の可能性を作り出した」(Бруцкус 1926b)。この可能性を現実の復興
に結びつけた要因について，ブルツクスは次のように論じている。
　農業の復興は，何よりも「農民に特有の，不撓不屈の勤勉と節約」による
ものである。食糧割当徴発によって「破滅の淵にまで追い込まれた」農民に
とって，経営の再建は，「生死の問題」であった (1929a, c. 444)。ネップが
与えた自由はささやかなものであったが，農民は「貧窮から抜け出すために，
最大限の力をふりしぼって，与えられたあらゆる可能性を利用した」(c. 
446)。農民はさらに，「古い経営の再建」にとどまらず，「創造的な労働の新
しい道」の探求を開始している (1926b)。政府の不十分な支援の下で行われた，
（18 ）　ブルツクスとプロコポーヴィチのネップ評価は，ネップの限界の認識では共通する
点が多いが，前者が復興の意義を強調するのに対して，後者がそれをほとんど評価しな
い点で異なっている。しかし，五カ年計画が始まると，ブルツクスがこれに対して徹底
して批判的であったのに対して，プロコポーヴィチは，しだいにソヴェト経済に好意的
な評価へ傾いてゆく。小島 （2008） 第₆章を参照。
（19 ）　国民経済の復興の進展は，1924年の凶作に際して，政府が困窮した農民の救済のた
めに種々の支援措置をとることを可能にした （Brutzkus 1925, S. 234）。
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耕地混在克服のための土地整理の運動は，その表現である（20）。これは，革
命の時代に「熱狂にとらわれていたロシアの人民大衆の破壊の精神」が克服
され，農民の間に，経済的創造に向かう「全く別の志向」が形成されつつあ
ることを示すものである (1925d)。1917-18年の農業革命の農業生産に対する
影響は「致命的なもの」であったが，同時にそれは，「大衆の心理に深い影
響を及ぼした」。今や農民は「自らを因習から解き放っており，新たな道を
選ぶ用意ができている」 (Brutzkus 1928a, S. 778)。
　1922年10月の土地法典は，(1) 勤労農民経営への恒久的な土地利用権の付与，
(2) 均等化を目的とするさらなる割替の禁止による土地利用の安定化，(3) 土
地利用形態の選択の自由および農民が独立経営設立のために土地共同体から
脱退する権利の承認，(4) 土地共同体による全面的割替の頻度の制限，(5) 土
地の賃貸と賃労働の利用の条件付承認，等の点で，農民が長期的視点に立っ
て自らの経営の改善に取り組む条件を拡大した (1925, SS. 192-196)（21）。
　次に，大工業の急速な復興を可能にした最大の客観的要因は，「ブルジョ
アジーから奪い取られた，利用されていない大量の資本の存在」である。ネ
ップ開始時点では大工業の大半は停止状態にあったが，固定設備の一部は利
用可能な状態で残っており，未利用の原材料も大量に存在した。なお都市に
とどまっていた労働者は，「働いておらず，働く習慣すら失っていたが，自
らの技能だけはなお維持していた」。それゆえ，大工業の復興に必要な物的・
人的素材は揃っており，「足りないのは，最小限の秩序といくらかの回転資
金だけ」であった。これらのうち，最小限の秩序は，貨幣の復活に伴う，国
有工業における商品-貨幣形式の採用と経済計算制への移行によって与えら
（20 ）　ネップ期の土地整理については，Brutzkus （1925, SS. 197-198） を参照。
（21 ）　ブルツクスは土地法典を「ロシア革命の下降的段階における農業関係の分野での最
も重要な立法」と呼ぶ （Brutzkus 1925, S. 192）。ブルツクスによる土地法典のより詳し
い検討については，Бруцкус （1923a） を参照。この法典は，強制的集団化の時期に，ブ
ルジョア的方向への行きすぎを厳しく非難された（保田 1971, p. 345）。
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れた。一方，回転資金の大半は，貨幣正常化の過程での，貨幣発行利益によ
り調達された。これは，「全ての住民が正常化された貨幣経済への復帰を渇
望」し，安定した価値を持つ貨幣に対して生産物を引き渡す用意があったこ
とで可能となった（ただし，貨幣流通量が飽和に近づくにつれて，資金調達
の手段は課税に移行した）。回転資金の投下は，その数倍の価値をもつ固定
資本を稼働させた。ネップの初期にソヴェト政府が更新投資を急がなかった
のは「全く正しい」。なぜなら「死んでいる基本資本が豊富に存在する限り，
すべての資金をその蘇生に向けることが合理的だからである」(Бруцкус 
1929a, c. 446-447)。
　大工業の復興に伴う，工業製品供給および食糧・原材料需要の増大は，貨
幣の安定化とあいまって，農民による市場向け生産の拡大をもたらし，革命
期に寸断された都市と農村の経済的結びつきを部分的に回復した。このこと
は，私的経済にも大きな利益を与え，「工業のために私的経済が払った犠牲
の一部を償った」(c. 447)。ネップの初期に「農民経営だけでなく，私的工
業および私的商業にも十分広範な発展の機会が与えられた」ことは，都市と
農村の結びつきの回復が比較的速やかに進行することを可能にした (c. 439)。
私的商人は，国家の調達機関よりも高い価格で農産物を購入し（調達機関は
競争上それを考慮せざるをえない），国有商業組織の空白地域に入り込んで
取引を行うことによって，農民の市場への巻き込みを促進した (c. 472)。
Ⅳ　ネップ期ソヴェト経済の基本的構造
₁　ネップ体制の基本的規定
　ネップ期のソヴェト経済は，社会化部門（社会主義的部門）と私的部門と
いう二大部門から構成され，社会化部門はさらに，国家と協同組合からなっ
ている。国家は「ほとんど全ての大工業，全ての輸送組織，全ての信用シス
テム，卸売商業の大部分，全ての外国貿易」を支配しており，協同組合は小
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売業において支配的である。資本主義諸国では「国有企業と協同組合企業は
二つの異なる経済原理を代表」するが，ソ連では，「協同組合は国家に完全
に従属」し，その理事会は「共産党によって管理されている」ために，協同
組合は「国有企業の特殊な形態」とみなしてよい (Бруцкус 1929a, c. 411)。
ソヴェト経済における協同組合は，資本主義経済における協同組合のように，
市場での農民経営の地位を改善することもできないし，「社会主義的搾取か
ら農民経営を守ることもできない」(Brutzkus 1925, S. 219)（22）。
　私的部門の中心は農業であり，その担い手は家族の労働に依存する農民経
営である。農民経営においては，共同体的土地所有が支配的であり，土地を
売買することはできない。しかし，家畜や農具の所有は私的であり，耕作は
農戸別に行われている。国有農場や集団農場を設立しようとするソヴェト政
府の試みは，「ほとんど何の成果も生まずに終わった」。農業の絶対的比重は
工業よりも大きいが，農産物の商品化率は低く，農業の主要部分は「国民経
済に対する現物経済的な付属要素」という性格を脱していない。私的経営は，
小工業や小売商業でも一定の役割を担っているが，その意義は，ネップの後
期には行政的な排除によって低下した (Бруцкус 1929a, c. 411)。
　ネップ期のソヴェト経済をどのように規定すべきであろうか。亡命ロシア
人の一部は，ネップへの移行後，ロシアでは資本主義の復活が進んだと主張
した（23）。また，1927年の共産党内の闘争において，左翼反対派は，「ソヴェ
ト社会主義の資本主義的退化」の危険に警鐘を鳴らした。ブルツクスは，こ
のような資本主義復活論を検討するにあたって，自らの資本主義概念を明確
（22 ）　ネップ下のロシアの協同組合については，Brutzkus （1925, SS. 217-219） を参照。ブ
ルツクスは，Бруцкус （1924d） において，革命前のロシアの協同組合運動の意義とその
思想的弱点を論じている（森岡 2006, pp. 57-58）。
（23 ）　ブルツクスが特に名前をあげて批判しているのは，メンシェヴィキ系の経済学者С. 
О. ザゴルスキーである。ザゴルスキーは1924年に『ロシアにおける資本主義の復活』を，
1927年に『社会主義へか，資本主義へか』を刊行して，ネップ下のロシアにおける資本
主義と資本家階級の復活を説いていた （Бруцкус 1929a, c. 412）。
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にしている。それによれば，資本主義企業とは，「利潤の獲得を指導原理と
する企業家経営」を，資本主義経済とは，「資本主義企業が指導的役割を果
たしている国民経済」を意味する。それゆえ，商品-貨幣形式をとる生産組
織の全てが資本主義企業なのではない。本来の協同組合や，市場向けに生産
を行う家族的な農民経営は，資本主義企業と異なる性格をもつ生産組織であ
る (c. 414)。商品-貨幣関係と資本主義の関係について言えば，前者の発展は
後者の「不可欠の前提」であるが，「唯一の前提」，すなわちそれがあれば必
ず資本主義が発生するような前提ではない。実際に，
　「資本主義の順調な発展のためには，さらに他の一連の客観的および主体
的諸条件が必要である。中世，イスラム世界，インド，中国において，商品
-貨幣関係は大いに発展したが，しかし生産はその家族的・勤労的性格を維
持し，これらの文明は資本主義を打ち立てなかった。現代の形態における資
本主義は，西欧文明に固有の達成である。そして資本主義が他の諸国におい
てそれが必要とする社会的諸前提を確立することに成功した限りにおいて，
資本主義は西欧から全世界に広がった」 (c. 414)。
　ある国の国民経済の特徴づけは，「そこで指導的な役割を果たしている諸
要素」に基づいて行う必要がある。「われわれがドイツを資本主義国とみな
すとき，これによって，経済の資本主義的形態が国民経済の全部門を支配す
るようになったと言おうとしているわけでは全くない」。そこには，家族的
経営が商工業，「またとりわけ農業において」広く存在する。しかし，ドイ
ツにおいて「資本主義的諸要素が指導的な役割を果たしている」限りにおい
て，ドイツの国民経済を資本主義経済と呼ぶことは全く正当である (c. 430)。
　この基準に従えば，ソヴェト経済を資本主義経済と呼ぶためには，そこに
資本主義企業が存在し，かつ指導的役割を果たしていることを示さなければ
ならない。ネップ期のロシアでは，農業と大工業の迅速な復興が，「商品-貨
幣関係の顕著な発展」を伴って進行した。しかし，この過程の最も重要な特
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徴は，「商品-貨幣関係の発展がほとんどもっぱらいわゆる社会主義的組織に
よってのみ利用され，その一方で，資本主義的要素の発展はソヴェト権力に
抑圧された」という点にある。すなわちそこでは，「商品-貨幣関係の急速な
成長が，非資本主義的組織の発展を伴って生じた」(c. 413-414)。
　ネップのうちに資本主義的要素を見いだすことは，「ネップの最初の2年半
については」可能であった。なぜならば，この時期には，私的経営の活動が
広く認められ「私的経営の中からは，資本主義の若干の萌芽が姿を現した」
からである。しかし1924年はじめに「資本主義的要素に対する全般的攻勢」
が開始されたことにより，そうした萌芽は摘み取られた (c. 413)。ソヴェト
経済でなお活動している零細な私的商人は，資本主義的企業家とはみなせな
い。ソヴェト経済には独立した私的金融機関も存在しないが，「それなしに
はもちろん，資本主義の多少とも顕著な発展は不可能」である (c. 417)。
　資本主義の復活を主張する人々は，農村における「富農」の支配を語って
いる。ここには，商品-貨幣関係は農民分化をもたらし，農民分化によって
農村に資本家とプロレタリアートが形成されるという，ロシアの多くの知識
人に共有されていた図式がある。この図式は，革命前のロシアでもすでに誤
りであったが，ネップ下のソヴェト経済においては，いっそう現実からかけ
離れたものとなっている（24）。というのも，ネップは確かに「農民の分化の
可能性」を生み出したが，以下の理由によって「この可能性は今では革命前
に比べてきわめて制限されている」からである。(1) 副業や出稼ぎの機会は，
増大しつつあるとはいえ，「完全な復興にはなおほど遠い」。(2)土地所有は
（24 ）　ブルツクスは，経営の拡大や生産物の商品化は，「経営の家族的・勤労的組織を保っ
たままでも可能」であり，大規模化に加えて「雇用労働の規則的な利用に立脚」する場
合にのみ，農民経営は「部分的に資本主義的性格を持つようになる」ことを強調する。
彼の理解では，革命前のロシアでこのような資本主義的分化がみられたのはステップ地
域でだけであり，しかもそこで雇用されたのは「人口過剰な北部黒土地域からの出稼ぎ
労働者」であった （Бруцкус 1929a, c. 418） 。
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農業革命によって均等化されており，土地の追加的購入によって耕地を増や
すことはできない。(3) 強度に累進的な農業税や「個別的課税の方法」によ
って富裕な農民の恣意的収奪が行われている。(4) 農民は経営を拡大したた
めに，「富農」として収奪や弾圧の対象となることを恐れている (c. 419)（25）。
　こうして，ロシアの歴史において「農民は現在ほど強力に平準化したこと
はなかった」。とはいえ，これは喜ぶべき事態ではない。「ロシアの農村が現
在苦しんでいる農業過剰人口は，この農民の極度の平準化と直接に関係」し
ており，ロシアの農業は，過剰人口から脱するために，むしろ分化の進展を
必要としている (c. 421)（26）。ソ連で展開される反「富農」カンパニアは，農
民が「自らの生産物を安い価格で引き渡すことを拒否する」ことに対する，
ソヴェト権力の苛立ちを反映するものにすぎない (c. 420)。
　以上のように，私的部門は，商業においても農業においても，資本主義的
要素を持たない。さらに，私的部門は，ソヴェト経済において，従属的な地
位にある。確かに「数百万の農民経営」は「自らの法則的傾向を持っており，
それを乗り越えることはきわめて困難であるか，全く不可能である」。しかし，
国家は「国民経済の全ての梃子」を手中にしている。国家は，「自らに従属
（25 ）　革命後のロシア農村における中農の圧倒的比重は，戦後の西欧における実証的な歴
史研究でも確認されている。M. レヴィンによれば，当時「富農」とされたのは，「一人
あるいはまれにそれ以上，二人の賃金労働者を雇用し，若干の農業機械を所有して，そ
れを隣人に賃貸する等々の農民，勤勉な勤労者」であり，彼らを「「資本家」とも「半
資本家」とも定義することはできない」（レヴィン 1972, p. 63）。
（26 ）　農村分化の肯定的理解において，ブルツクスは，コンドラーチェフと完全に一致する。
ブルツクスよりも18歳若いコンドラーチェフは，1917年にはエスエル党員として均等化
を伴う土地の社会化を主張していたが，数年後には，農業生産の発展には農民経営の合
理化と市場化が不可欠であるという立場に転じた。1927年の一論文で，彼は「農業生産
力と農村過剰人口の克服のためには，われわれは一定程度，農村分化過程の若干の強化
を通した農業発展の道を利用しないわけにはいかない」と述べている（Кондратьев 
1993, c. 175）。カーとデイヴィスはコンドラーチェフを「ストルイピンの弟子」と呼ん
でいるが（Carr and Davies 1969, p. 22），ブルツクスは，1908年にストルイピンの農業
改革の基本的方向を支持する論文を公表して以来，「ストルイピンの相続人」という非
難を受け続けていた（Бруцкус 1924b）。
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する巨大な諸組織を通じて，国民経済を指導する可能性を得ており，全くば
らばらの私的経済は，この指導に対して受動的な抵抗を行うことができるに
すぎない」(c. 426)。「組織された統一体」をなす社会化部門を前に，「私的
経済部門はロシアでは全く非組織的な状態に抑え込まれている」(c. 432)。
　こうして，ブルツクスの体制規定の基準に従えば，ネップ期のロシア国民
経済は，内戦期のソヴェト経済とは多くの面で異なるとはいえ，社会主義的
要素が依然として指導的な役割を果たしている点で，社会主義経済であると
言わなければならない（27）。
₂　 国有工業と国有商業
　国有大工業企業の合同組織であるトラストは，1923年₄月の布告によって，
貨幣形式での独立採算を義務づけられている (c. 422)（28）。トラストは，商品
-貨幣形態をとることによって「以前に陥っていた混沌状態から脱出」し，
規律や組織の面でいくらかの改善を達成した。しかし，経済的な面では，依
然として非効率的である (c. 440)。商品-貨幣形態は，トラストの社会主義企
業としての性格を変えることはできない。なぜなら，トラストと資本主義企
業は，前者には「私有財産責任が存在しない」という点で本質的に異なって
いるからである。このため，トラストを「自らの負債に責任を負う法人に転
化しようとするあらゆる試みは，不毛に終わらざるを得ない」。国家機関で
あるトラストに債務規律を厳格に適用することはできず，その浪費や損失は，
最終的には，国家に，したがって国民経済全体に転嫁される (c. 423)。
（27 ）　Бруцкус （1929a） は，おそらく雑誌編集部との上述の経緯から，前段の議論から当
然に導かれるこの結論を記していない。また，別の論文や私信では，ネップ期のソヴェ
ト経済を，戦時共産主義期のより首尾一貫した社会主義と区別して，「半社会主義経済」
と呼んでいる （Бруцкус 1926c; Рогалина 1997, c. 149）。
（28 ）　亡命ロシア人の一部は，この点に注目して，ソヴェト経済は「国家資本主義」であ
ると主張した。以下の議論は，この国家資本主義論に対する批判でもある。
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　両組織の間にはまた，その指導者が持つ権限という点でも，決定的な相違
がある。資本主義企業の社長は全権を持つが，トラストの管理者は，「ごく
限られた権限しか持たない国家官僚」にすぎない。そのため「資本主義企業
の社長が数分で自ら決定する問題が，ソヴェト-トラストでは一連の審級を
経なければならない」。財産責任を伴う全権が存在しないところでは「統制
に次ぐ統制が必要」となり，トラストの管理者は，本来の経営ではなく，「証
明書の収集，無数の報告書の作成，広範な統計的照会，無数の監督委員会の
前での叱責」等々に忙殺される（29）。ソ連では「経済組織の重苦しい官僚主義」
が恒常的に問題となり，それを除去するための無数の改革が行われているが，
顕著な改善は見られない。しかし，国外の新聞がこのことで「ボリシェヴィ
キの無能」を嘲笑することは誤っている。なぜなら「官僚主義は経済システ
ムの基礎それ自体と結びついている」からである (c. 424)。
　トラストは，多くの領域で独占的地位にあり，自らの商品を，内外の競争
から隔離されたシンジケート（国有商業組織）を通じて販売する。トラスト
は生産に戦前の₂倍の費用をかけているが，高い販売価格を設定することに
より，利潤を獲得できる。工業製品価格の上昇がもたらす悪影響を抑えるた
めにソヴェト政府はしばしばトラストに価格引き上げを命じるが，それは損
失を補填するための補助金や信用の供与を伴わざるをえない。トラストの非
資本主義的な性質は，国家がトラストに費用の節約を求める際に最も鮮明に
（29 ）　自らも全権を持たないトラストの長は，工場において技術者が生産性向上に貢献す
るのに必要な権限を与えることができない。ブルツクスによれば，国有工業における技
術者の役割は，高給（技術者自身は必ずしも単純にそれを喜んでいない）にもかかわら
ず，その地位が根本的に不安定であり，「何も知らないのに，全てのことに采配をふる
おうとする」共産党員の介入の下に置かれていることによって制限される （Бруцкус 
1925b）。炭鉱の技術者集団が破壊活動の罪に問われたシャフトゥイ事件は，「ソヴェト
政府の専門家政策における反動的転換」を画するものであり，それにより，専門家はネ
ップ下で取り戻してきた「ささやかな権威」すらも失って，階級敵として敵意に満ちた
監視の対象となった （Brutzkus 1928a）。シャフトゥイ事件およびネップ期の技術者につ
いては，中嶋 （1999） を参照。
22
現れる。「読者はこれまで，国家や社会が資本家に対して支出の節約を促し
たなどという話を聞いたことがあるだろうか?」。資本家には節約を説教す
る必要はなく，まさにこの点に資本家の一つの経済的役割がある。資本主義
国家では，「国家が生産の内的秩序に介入するとすれば，それはもっぱら，
節約は節約として，生産において労働者の利益も考慮するよう命じるためで
ある」。ところが，共産主義国家では，国家が「自らの企業の指導者たちに，
支出を節約するよう教え込む」。しかし，結局のところ，トラスト長に対す
る評価は利潤の額には依存しないし，利潤を得るためには必ずしも費用を引
き下げる必要はない。それゆえ，彼は「支出の節約には関心を持ち得ない」。
ソ連の新聞は「許し難い非経済性の事例」への非難と，支出の節約を求める
叫びにあふれているが，ここでも，「問題は人間にではなく，システムにある」
(c. 425-426)。
　以上のことを考慮すれば，「〔工業における〕大規模生産の小生産に対する
優位の法則が，ボリシェヴィキ経済の諸条件のもとでは作用しない」のも驚
くにはあたらない。トラストは，同規模の競争者を持たない点では独占企業
であるが，分野によっては，私的な小工業が競争者として現れる。この競争
において，トラストは，戦前の資本主義的大工業のように，小工業を市場で
の競争によって駆逐することができなかった。それどころか，私的小工業が
農民からより高く原料を購入したために，「最新の器具を備えたリヴァイア
サンたるソヴェト工業はしばしば原料不足に陥った」。トラストを救ったのは，
「母なるソヴェト権力」による，一連の行政措置（私的工業への重税，原料
買付の独占，製粉所や搾油所の閉鎖，等々）である (c. 439-440)。
　国有商業組織（シンジケートと協同組合）にも，国有工業と共通する深刻
な問題がある。農産物の購入の面では，国内商業と外国貿易の双方において，
農産物の販売費用は戦前の2 〜 3倍に上昇し，最終販売価格に占める農民の
取り分は大幅に低下した (c. 442)。都市の支払能力の縮少により，国内市場
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が戦前に比して極度に狭隘化したもとで，外国市場は，ロシア農業にとって
革命前よりも大きな意義を持つようになっており，市況もロシアにとって有
利である。しかるに，外国貿易の国家独占は，農民を外国市場から隔離する
ことによって，この意義を「だいなしにしている」(1924e)（30）。また，工業
製品の販売の部面では，国有商業は，「生活の多様で可変的な必要を考慮す
ることなく，中央で作成された指令にしたがって活動している」。それは，「工
業商品の販売に際して，消費者の要求や嗜好を考慮したり，それらに適応し
たりすることが全くできない。商品の配分はモスクワで作成された「配達計
画」に従って行われる」。そのような計画は，「買手に適合しておらず，極度
の欠乏がなければ，誰も手に取ろうとはしない」ものである (1929a, c. 443)。
　こうして，国有商業は，行政的な排除と抑圧によって流通から私的商業を
排除することはできたが，私的商業が果たしていた機能を遂行することはで
きなかった。ブルツクスによれば，それは「経済生活において必要な最小限
の柔軟性すら持ち合わせない」官僚的機関に転化したのである (c. 436)。流
通組織の不効率はまた，輸送の不効率を伴うことによって，鉄道輸送に過重
な負荷がかかる原因となっている。このため，鉄道輸送は戦前のように国家
に大きな収入をもたらすことができない (c. 436)。
（30 ）　外国貿易の国家独占の批判については，Бруцкус （1922c, 1923c, 1925a） も参照。
1922年10月₆日にロシア共産党は，中央委員会総会で外国貿易国家独占の緩和を決定し
た。療養によりこの日の総会を欠席していたレーニンは，決定に反対する手紙で，「亜
麻はロシアでは₄ルーブリ50コペイカであるが，イギリスでは14ルーブリしている。…
いったいどのような力が，農民や商人にきわめて有利な取引を差し控えさせることがで
きるだろうか?」と記している。これこそまさに，ブルツクスが外国貿易独占の解除を
求めた理由である。その後，レーニンの₂ ヶ月にわたる執拗な闘争により，12月18日
の総会は，10月₆日の決定を破棄し，国家独占の堅持を確認した（邦訳『レーニン全集』
第45巻所収のレーニンの文書および注記を参照）。
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₃　 計画経済とその危険性
　ソヴェト経済では，市場の自動的調整の作用は狭い範囲に限定されており，
計画原理ぬきには，有機的な分業の体系としての国民経済は存立しない。そ
れゆえ，「ソヴェト-ロシアほど，国民経済において計画原理が大きな意義を
もつ国家はない」。ここでは，国家の計画は，国民経済の統合を維持するう
えで，不可欠の役割を果たしている (c. 426)。確かに，私的商業に広い活動
の機会が与えられ，「国民経済の自動的調整力がともかくも作用」していた
ネップの最初の年々には，計画は，「ロシア国民経済にとって受け入れ可能
な範囲内で実現」されるにとどまった (1928)。また，私的商業の排除後も，
計画の全てが実現されているわけではない。しかし，ここで重要なのは，ソ
ヴェト経済における国家の力は，「立てられた計画の一定部分が必ず実現さ
れる」ほどに，すなわち，特定の場所に工場を建設することが決まれば，そ
れがどんなに巨大な工場であろうと，またどんなに費用と時間がかかろうと，
必ず建設されるほどに，強大であるということである (c. 427)。
　革命は，一方では貯蓄の慣行，貨幣価値の安定性，財産の不可侵性を破壊
し，他方で，人々の所得を低い水準に平準化した。ネップの下でも，「税の
極度の累進制」や恣意的な個別課税によって，「あらゆる大規模な私的資本
形成は不可能」である (Brutzkus 1928a, S. 778)。このため，ソヴェト経済
では，私的貯蓄は，限られた規模でしか行われず，また「収奪を原則とする
国家の金庫には向かわない」(Бруцкус 1926c)。農民は，「ともかくも貯蓄を
行う限りでは，それをもっぱら自分の経営で利用」する (1929a, c. 469)。こ
うして，ソヴェト経済では，資本蓄積は，国家によって，事前の計画に基づ
き「税として国民所得の一定部分を強制的に徴集すること」を原資として行
われる。予算は，ソ連における社会主義部門への資金供給の「最も重要な源
泉」であり，国民経済の大きな部分を吸収している (c. 427-428)。
　ソヴェト経済では，どのような工場をどこに建設するかは，収益性の見通
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しに関わりなく，事前に立てられた計画によって決定される。工業と都市労
働者に安く原料と食糧を供給するために，政府は農民に事前に定められた計
画価格で農産物を販売するよう，税制および国有商業組織を通じて圧力をか
ける。ただし，私的商人がなお活動しているところでは，また，私的商人が
排除されていても，穀物の販売が農民の自由意志に委ねられている限りは，
農産物の購入を計画通りに行うことはできない (№ 38, c. 428)（31）。
　亡命ロシア人の多くは，「計画経済がソヴェト・ロシアの現実である」と
いう「全く明瞭な事実」を否定し，しばしば「計画経済という表現すら皮肉
の意でかっこを付している」。ブルツクスによれば，このような態度の背後
には，ロシアの知識人に伝統的な「経済の領域における私的創意に対する最
大の不信感」がある。これらの人々は，計画経済という言葉を，極度に理想
化された状態と結びつけており，この言葉をボリシェヴィキ的混沌に結びつ
けることを望まない。しかし，社会主義経済の主要な調整機構は計画であり，
ソヴェト-ロシアの国民経済は社会主義経済であるから，ソヴェト経済を計
画経済と呼ぶ際に，かっこを付す必要はない (№ 38, c. 429)。
　ブルツクスは，計画経済のもつ危険性として，次の二点を強調している。
第一に，「経済生活の自生的調整機構の破壊は，きわめて危険な行為」である。
「経済において自生的に作られた諸制度」は，「有機的性質」を持っており，
その中にある無数の法則性は，認識すること自体が容易ではなく，まして「そ
れを理性の力で構成された機構によって置き換えることは及びもつかない」。
このため，「国民経済の自動的調整機構が破壊されうる一方で，しばしば実
際に生じているように，計画が紙上のものにとどまる」という事態が発生す
る (№ 38, c. 429)。計画が市場の自生的調整機構のような調整能力を持ち得
ない以上，それは内的不整合に満ちたものとならざるをえない。したがって，
（31 ）　Бруцкус （1929a） の分載ページ番号のうち，前半 （№ 38） の c. 428-432 のみが重な
っているため，この部分の引用については，雑誌の巻数を記して区別する。
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計画を全て実行することは，はじめから不可能なのである（32）。
　しかし第二に，「計画の実行自体もまた，きわめてしばしば，それ〔計画
が実行されないこと〕に劣らず危険な帰結をもたらす」(№ 38, c. 429)。なぜ
なら，計画は，国の経済状態や人々の需要を顧慮することなく，国家権力を
握る共産党指導者の「政治的理念」に基づいて立てられるからである (c. 
455)。ソ連において「有名な電化計画，トラクター製造，複雑な機械の生産」
に年々支出される巨額の資金は，国民経済の観点からは，「浪費されている」
とみなさなければならない。なぜなら，「そのような巨大な事業は，需要や，
ロシアのように貧窮した国の資源には全く照応しないからである」(1926c)。
政治的考慮に基づいて建てられた計画は，「経済生活の自生的な発展をきわ
めてひんぱんに，またきわめて深く攪乱し，それによって国民経済に大きな
害を及ぼす」。とりわけ，統治者集団が熱狂に駆られている場合には，計画
には「組織された狂気」が現れる。亡命地の社会主義者が，計画経済を信奉
しつつボリシェヴィキを嘲笑するのは，ブルツクスからみれば，全く不当な
ことである。「国外のボリシェヴィキ批判者が計画経済をボリシェヴィキよ
りもうまく建設できると信じる根拠」は存在しない (№ 38, c. 430-431)。
₄　 労働者とソヴェト国家
　ネップの導入から1926/27年まで，中心都市の労働者・職員の名目賃金は
上昇を続け，それに伴って，ネップの前夜に戦前の₁/₄の水準にまで落ち
込んでいた実質賃金は，1926/27年にはすでに戦前をいくらか上回る水準に
まで上昇した。労働者はまた，保険給付，現物給付，都市の安価な各種公共
サービスも受け取った。一方，この間に労働者の年間労働時間は₁/₄も減
（32 ）　計画の内的不整合とそれが引き起こす諸困難については，Бруцкус （1922a） および
Mises （1922） を参照。市場の法則の自生性という観点からの計画経済の批判は，すでに
P. ルロワ-ボーリュー に見られる （Leroy-Beaulieu, 1883） 。
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少した。工場では出来高賃金制が広く導入され，労働規律はある程度回復し
た。革命期の崩壊状況と比較すれば，生産がともかく多少とも規則的に行わ
れるようになったことは，大きな前進である (c. 430-431)。しかし，ネップ
下の賃金上昇は，規律の回復や稼働率の上昇による生産性の上昇に対応する
程度をはるかに越えており，「農民や，住民のその他の階級の経済状態に対
応するものでは全くない」(c. 434)。また，大量の失業者の存在は別にしても，
賃金上昇の恩恵は，地方の労働者には及んでいない (c. 430)。
　ブルツクスは，都市の労働者・職員の相対的に高い賃金を，共産党がこれ
らの人々を自らの政治的基盤とみなし，経済的に優遇した結果であるととら
えている。ネップによる経済の部分的復興は，そのような優遇の物質的条件
を与えた。とはいえ，労働者の優遇は，あくまで農民その他の住民階層との
比較においてであり，その絶対的な生活水準は依然としてきわめて貧しい。
このため，「ソヴェト権力は，共産党員と労働者階級の支持を強化するために，
なおいっそう法的特権に頼る」傾向をもつ (c. 471)。実際に，ソ連では「労
働者階級は共産党員に次ぐ特権階級を構成」しており，共産党員と労働者の
法的特権は，共産党による独裁の政治的基盤を形成する (c. 436)。このよう
な特権階級の存在は，ソヴェト国家の原理に合致する。なぜなら，ソヴェト
国家はブルジョア国家と異なり，プロレタリアート独裁の名において，「法
の前での市民の平等を原理的に否定する」（あるいは，それを「階級が廃絶
されるまで，すなわち，無限の将来まで先延ばしする」）からである (c. 469)。
ソヴェト国家では，「市民の法的地位は，共産党員であるか否か，彼らが社
会主義経済に参加しているか否かによって，全く異なる」(Brutzkus, 1925, 
S. 188)。ロシアの国家は，「かつてアレクサンドル二世の改革以前にそうで
あったような身分制国家となった」。二つの身分制国家の違いは，「もし改革
以前のロシアが貴族と官僚のロシアであったとすれば，革命後のロシアは労
働者と共産党員のロシアになった」という点にある (Бруцкус 1929a, c. 471)。
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₅　社会化部門と私的部門の対立
　ネップ期のソヴェト経済において，社会化部門と私的部門は，相互に依存
しあう一方で，鋭く対立的な関係にあった。両部門の対立をもたらした要因
として，ブルツクスは，ソヴェト政府が，(1) 社会化部門の優位を維持・強
化するために，私的部門の発展，とりわけ私的蓄積を強く制約したこと，
(2) 社会化部門が必要とする食糧・原料・輸出用農産物を私的部門から，需
給関係に対応する価格よりも安く買い取ろうとしたこと，をあげている。
　共産党は，ソヴェト経済が私的部門に依存せざるをえないことを認めたが，
自由市場や私的商業への敵意は捨てなかった。共産党内の左翼反対派は，ネ
ップから新たな資本主義が生じる危険をとりわけ強調した。反対派を退けた
共産党の「オリガルヒー」は，しかし，反対派の主張を部分的に取り入れて，
1923年末から1924年はじめに「ネップの制限」に乗り出した。こうして，「投
機のかどによる「ネップマン」の大量逮捕，シベリアへの追放，財産の没収
とその住居および家具のプロレタリアートへの譲渡」が行われ，家畜や土地
をより多く持つ農民への圧力が強化された (1924c)（33）。
　とはいえ，1924-25年の時点では，こうした私的部門への直接的な攻撃を，
共産主義の「一時的な痙攣」とみなし，「共産主義的反動の破産」について
語ることがなお可能であった。というのも，「まさに共産主義的反動が最大
の勝利を収めたように見えた局面において，現物税の最終的廃止と，堅固な
価値基準の最終的な確立という，貨幣関係の発展に向けた最も重要な措置が
とられた」からである (1925d)。ブルツクスによれば，これらの政策は，農
業の復興に伴い，農民が「再び政治的に活発化」したことと深く関係してい
る。農民は，無価値なソヴェト紙幣の受け取りを拒否することによって，安
定通貨の流通を社会化部門内部にとどめるというソヴェト政府の思惑をくじ
（33 ）　ГПУの大規模な参加の下で行われた1923年末から1924年にかけての「ネップマン」
の弾圧については，Ball （1987） を参照。
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き，「農民にも安定通貨を与える」ことを強いた。1925年春には，農村にお
ける不満の高まりを背景に，農業税の総量や累進度を軽減し，農民経営の私
的蓄積および小作と雇用の利用を伴う経営規模の拡大を奨励する方向での政
策の転換がはかられた (Brutzkus 1925, S. 189)（34）。
　穀物価格をめぐるソヴェト権力と農民の対立は，社会化部門が工業製品を
安く農村に供給できず（これは国有商工業の非効率性の帰結である），しかも，
共産党が，農産物に対して適正な価格を支払ったのでは実現できないような
政治的目的を追求したことに起因する。ソヴェト政府が農産物価格を実際に
それが望ましいと考える水準に統制できるか否かは，私的商人との競争の有
無に左右される。私的商人が活動しているところでは，「もしソヴェト権力
が穀物価格をきわめて低く固定したとすれば，私的商人がいて，価格を引
き上げる」。これは国有商業組織にとって不快な事態であるが，所定の量を
調達するためには，「この事実を考慮して，価格を引き上げざるを得ない」
(Бруцкус 1929a, c. 471-472)。とはいえ，私的商人の活動がある場合でさえ，
農産物価格の工業製品に対する相対価格は，戦前に比して著しく不利であり
（鋏状価格差），それによる農民の損失は，農民が農業革命によって解放され
た「戦前の農民の小作および土地銀行に対する支払」を上回るほど大きかっ
た (c. 444)。
　ソヴェト政府の主要な政治目的が「少数の特権的労働者階級の扶養」にと
どまっており，その価格設定における恣意が私的商人の活動に媒介された市
場の自生性によって制約されている間は，上述の矛盾は，深刻な形をとるに
（34 ）　ブルツクスは，農民の不満と抵抗の具体的なあらわれとして，都市から派遣された
「農村通信員」の殺害という「疫病」をあげている。彼の考えでは，農村通信員に農民
の怒りの矛先が向かったのは，「独裁的に統治され，政府の新聞のみが存在する国」では，
通信員はたんなる文筆家ではなく，「エージェント」あるいは「密告者」の機能を（そ
の意図にかかわりなく）演じざるをえないためである （Brutzkus 1925, S. 191）。農村通
信員の殺害については，カー （1977, p. 156） を参照。
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は至らなかった (c. 472)。しかし，ソヴェト政府がより野心的な目的を追求し，
私的商人の流通からの排除を強めるにつれて，農民は，できるだけ価格の高
い農産物で税を払い，価格の安い穀物は経営内で消費するか備蓄することを
選んだ。このことが，後述の穀物調達危機を引き起こすのである。
Ⅴ　 ネップ体制の危機と崩壊
₁　 設備投資の加速
　ネップ期の国民経済の復興，とりわけ工業の復興は「ブルジョアジーの遺
産の基礎の上」で進行した。住民の絶対的な生活水準は戦前よりも低いまま
であったが，経済状態の改善が続いたことにより，「人民大衆はある程度ま
で満足した」(Бруцкус 1929a, c. 448)。しかし，1926年末に旧体制の遺産が
枯渇し，ソヴェト政府は，「国民経済のさらなる成長と，この目的のために
必要な資本の蓄積という問題」に直面した。「過去の喪失に対する反動」に
よって人口の増加率が上昇し始めたことも，蓄積の必要性を高めた (c. 405)。
　共産党指導者は，この蓄積を，社会化部門の猛烈なテンポでの拡張という
形で実現しようとした（35）。ブルツクスは，そのような拡張の目的が，「資本
主義世界の包囲からの自立」だけでなく，「労働者階級の状態を顕著に改善
する」という点にもあったことを否定しない。後者の目的は，たんなる口実
ではなく，共産党の政策のきわめて重要な要素を構成する。というのも，革
命政府は民衆に，「天上にある魂の救済の王国ではなく，地上にある物質的
富の王国」を約束したからである (c. 426)。そのような「広大な誓約」を掲げ
る権力は，労働者の一部に社会の他の階層よりもいくらか恵まれた条件を与
えるだけで満足するという「自己抑制」を長く続けることはできない (c. 472)。
（35 ）　重工業の優先的拡張を盛り込んだゴスプランの最初の「統制数字」は，1925年8月に
出された。この方針に対して農業とのバランスや通貨の安定への影響を懸念する共産党
幹部および非党員専門家から多くの異論が出されたが，12月の共産党大会は，重工業へ
の投資を大幅に拡張する方針を確立した（カー 1977, pp. 269-273）。
ブルツクスのネップ期ソヴェト経済論
31
　国家が資本蓄積の加速をはかるにつれて国民経済の復興は減速し，農業で
は「危険な後退的現象」が発現した (c. 428)。これは，ネップに内在する矛
盾が顕在化し，ソヴェト経済に，「これ以上の発展が袋小路に入るという決
定的な瞬間」が迫っていることを示す事態であった (1927b)。復興の初期段
階の投資は流動資本に向けられていたが，「今や，資金は主として，生産手
段を生産する部門の資本建設に向かう」(1929a, c. 454)。しかも，ソヴェト
政府は，工業の自給化を達成するために，「投資の三分の二を重工業に向け
ている」。これによって，投資の増加と消費財生産の増加の割合は大きく変
化した。なぜなら，建設部門で生み出された購買力を吸収すべき消費財は，
「煉瓦とセメントが工場に変わり，工場が機械を生産し，機械が大衆消費向
けの商品を生産する遠い将来にはじめて市場に現れる」からである (1928)。
　外国資本の流入や私的部門の貯蓄の自発的流入が見込めないもとで，ソヴェ
ト政府は，資本蓄積のための資金を，農業税の大幅な引き上げや通貨の増発
によって調達しようとした (1929a, c. 450)。1926/27年から1927/28年にかけ
て，農業税の大幅な引き上げと累進制の強化が行われ，現地の政府機関に，
富裕な農民に対する「個別的課税」の権限が与えられた。このため，播種面
積の伸びは1927年に鈍化し，1928年には後退した (1929a, c. 452; 1929c)。投
資が流動資本から固定資本に向かい，投資の増大が商品総量の十分な増大に
つながらない状況の下で通貨の増発が続けられたことによって，物価上昇圧
力が高まり，実質賃金は低下に転じた (1929a, c. 454)。工場の大規模な建設
は「設備と原料の大規模な輸入を必要とした」。消費財の輸入を最小限に抑
制しても輸入総量の増大は避けられず，これに対する支払は，「主として農
産物の輸出によってまかなわれなければならなかった」(1928)。
　資本蓄積の急激な拡大は，ソヴェト経済に「全く途方もない混沌」をもた
らした。というのも「資本建設の領域ではソヴェト経済のあらゆる否定的な
側面がこのうえなく鮮明に現れる」からである。ソ連の新聞には「工場が鉄
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道から遠く離れた地に建設され，原料も水も，さらには労働者のための宿舎
もない」という事例や，建設費用が予算の何倍も超過したという事例が数多
く出ている。建設作業の多くは詳細な設計書なしに行われ，計画よりも多く
の費用と時間が費やされる。しかも，「ソヴェト経済では資本利子は計算さ
れない」ため，建設期間が費用として考慮されることはない (1929a, c. 454-
455)。ブルツクスの考えでは，このような混沌は，決して例外的な現象では
なく，「混沌はソヴェト権力の本質そのものを特徴づけるものである」(c. 456)。
₂　 私的商工業の破壊と商品飢饉
　国有大工業を急速に拡張するためには，もはや，それらが私的小工業と原
料をめぐって競争するという状況を放置することはできない。「国有工業は
農民が生産する全ての原料に対する安い価格での独占的な処分権を要求」し，
「これによって，農民が生産する原料の加工に従事する一連のクスターリ工
業部門が滅亡を運命づけられた」。ソヴェト政府は，原料買付の独占を強化し，
農村の皮革工場，製粉所，搾油所などを閉鎖した。これらの措置により，農
村における手工業者（職人）の生産も途絶した (c. 457)（36）。
　大規模な拡張計画に必要な農産物を計画通りの安い価格で買い付けること
は，私的商人が市場に存在するもとでは不可能であり「個人商人を農産物市
場から放逐」することが必要となった。ソヴェト政府は1927年半ばから，私
的商人に対する攻撃を強化し，彼らの大半を排除するか，協同組合に従属さ
せることに成功した (c. 458-459)。これによって，「ソヴェト権力の側からの
価格の統制は現実的となった」(1928)。
　「一部は貨幣発行による途方もなく大規模な建設事業」，投資が建設期間
の長い設備に集中することによる「商品総量の緩慢な増大」，さらには「あ
（36 ）　クスターリ弾圧については，奥田 （1978） を参照。奥田は，クスターリ製粉所の閉鎖
が，穀物の強制徴発と結びつく政策であったことを指摘している（pp. 252-254）。
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らゆる種類の私的工業の破壊」と継続的な「賃金の上昇」は，いずれも，存
在する商品総量をはるかにこえる購買力の形成に寄与した (1929a, c. 458-
459)。自由市場の条件下ではこれらは当然，商品価格の上昇をもたらすが，
市場の均衡を考慮するよう求める「多くの有力な非党員経済学者の説得的な
反対論」にもかかわらず，共産党の指導者は，「価格の公定は市場の法則を
乗り越えることができるという信念」のもとに，価格統制の強化をはかった。
しかし，価格の固定は市場不均衡を解決する手段ではない。それはかえって，
「都市住民の特権的部分が商品を買い尽くし，農村にはますます僅かな量の
商品しか届かないという状態を生み出した」(c. 459)。
　ソ連の全域に商品の不足あるいは「商品飢饉」が広がったのは，以上のよ
うな機構によってであるとブルツクスは考える。それゆえ，「一見したとこ
ろどんなに奇妙であっても，商品の欠乏は急激な工業化の結果」である 
(1928)。それは，「価格の公定を伴う計画経済に特徴的な現象」であり，「こ
の経済の全く特殊な諸条件からのみ理解できる」(c. 459, 462)。すでに1924
年末から現れていたこの現象は，上述の一連の要因に加えて，「私的商業の
破壊の結果としての市場の解体」が加わったことによって，1927年夏には，
甚だしく深刻化した。このため，今や「国内に十分な量が存在する商品でさ
え，広範な地域で入手することができない」(1929a, c. 460)。外国では，商
品の欠乏の原因をソヴェト経済の「生産水準の絶対的な低さによって説明す
る」議論もあるが，これは正しくない。なぜなら，「市場均衡の問題はある
程度まで生産規模に関わりない」からである (c. 462)。
　ブルツクスは，ソヴェト経済で生じた混乱についての彼の理解は，独創的
なものではなく，「公式の教義から自由なロシアの有力な経済学者の大多数
が表明した見解を明確に定式化した」ものであると述べている。しかし，こ
れらの経済学者は，自らの見解を率直な形で述べることができず，あえてそ
れを行った「幾人かの経済学者」は，ソヴェト機関から排除された。彼らの
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見解が「反革命的」とみなされたのは，それらが， (1)「工業化の強化に対す
る批判」，(2)「賃金の急速な上昇の適切性に対する疑念」，(3)「市場に対す
る国家権力の全能に対する疑念と，市場均衡の法則はソヴェト経済にとって
も有効であるという考え」を含んでいたからである (c. 460)（37）。
₃　ネップの原則の破壊
　1927年の終わりに，ソヴェト政府は，「輸出のための穀物はおろか，都市
を養うための穀物もない」という事態に直面した。この穀物調達危機は，「数
年にわたる豊作と僅かな輸出」の後で生じた事態であり，それゆえ，農産物
の絶対的な不足は問題になりえなかった。ブルツクスによれば，危機の原因
は，ソヴェト権力が，一方では「富裕な農民に対する迫害」と低い公定価格
によって，農民から穀物を販売する動機を奪いながら，他方で，計画によら
ない買付を（私的商業だけでなく協同組合による独立買付に至るまで）「全
て破壊した」ことにある (1929a, c. 460-461; 1929b)。私的商業の破壊後，農
民は，穀物を政府が定める低い価格で引き渡すことよりも，それらを保蔵し，
あるいは自分の経営で利用することを選び，このために，調達機関は，買付
という方法によっては必要な量の穀物を確保できなかった (1929a, c. 460)。
したがって，危機の本質は，「ロシアにおける計画経済の発展が，再びその
完成に近づいた」ことに求めなければならない (1928)。
　こうして共産党は「はっきりと後退するか，あるいは，すでに踏み出され
た「全面的社会主義」の建設への道に向かって最後の一歩を進めるか」の選
択に直面した (1929a, c. 461)（38）。左翼反対派を排除したスターリンは，（ま
（37 ）　ここでブルツクスは，景気研究所に対する弾圧を念頭に置いている。1928年₅月末
にコンドラーチェフ，ヴァインシテインらは景気研究所から解任された（景気研究所の
最終的な閉鎖は1929年末である）。バーネット （2002, pp. 295-296） を参照。
（38 ）　この引用文中でブルツクスが全面的社会主義という言葉にかっこをつけているのは，
『現代の手記』編集局の要請によるものであろう。
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たもや）その綱領の一部を受け入れて，「危機からの出口を，強制経済への
復帰に見いだした」(1928)。これがネップの「最終的廃止」を意味する決断
であったことを，ブルツクスは次のように説明している。
　「ネップは，私的経済（それは自らの権利を制限され，資本主義的上部構
造を欠いていたが）との協力を前提していた。それゆえ私的経済の系統的破
壊は，それ自体がネップの本質的な制限であった。しかし，ネップの出発点
そのものである，農民による生産物の形式的に自由な処分権はこれまで揺る
ぎないものであった。1927-28年の冬にソヴェト権力はこの原則を破った。
富農との闘争というスローガンのもとに，農民に対する行軍が宣言された。
1927-28年冬に生じたのは，個々の富裕な農民からの穀物の収奪にとどまら
ない。穀物とその他数種類の農産物の売買が停止し，バザールが閉鎖され，
ソヴェト権力は農民からの系統的な収奪に乗り出した 」(1929a, c. 461)。
　ソヴェト政府はこのように非常措置に訴えて大量の穀物を奪い取り，さら
に，収奪を亜麻など他の生産物にも拡大した。多少とも組織的な市場が解体
されたことにより，穀物の自由市場価格は公定価格の数倍に高騰し，地域間
の価格差は著しく拡大した。これに伴って，「鉄道や汽船は再び，担ぎ屋の
大群――ネップの時代には消滅していた，この国民経済の解体の最高度の象
徴――によって埋め尽くされた」。流通の解体は，貨幣の急激な減価とあい
まって，「交換の現物的・強制的形態への回帰」をもたらし，「都市では生産
物の配分における配給システムへの復帰が行われた」(c. 464-465)。播種面
積は，1928年には1922年以降はじめて減少に転じ，「最も重要な食糧用穀物
である小麦とライ麦」では特に著しい減少が生じた。農民は，課税基準とな
る家畜の保有量を減らすため「家畜の大規模な売却」を行った。こうして，
ネップの原則の破壊は，「農村と都市の正常な結びつきの破壊だけでなく，
農業の破壊をももたらした」(c. 462-463)。
　共産党の指導者は，スターリンを含めて，1928年初めの強制徴発への復帰
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によって，「ネップ体制の破壊が完了したことを自覚していなかった」（39）。
また，彼らの一部は，国民経済に生じた危険な状況に警戒感を抱いた (c. 
463)。1928年₇月の共産党中央委員会総会はネップの堅持を確認し，抑圧措
置による破壊と混乱の責任を地方組織に転嫁するとともに，穀物価格の15％
引き上げを決定した（40）。それはまた，政府による食糧供給の対象を，（全住
民ではなく）都市の労働者と赤軍のみに限定した。しかし，抑圧措置が一時
的に緩和されると，農民は再び穀物の販売を拒否したため，「穀物の流れは
たちまち停止」し，1928-29年の冬には，穀物調達危機が再発した (c. 462)。
この時点でソヴェト経済はすでに，「都市には食糧がなく，農村には工業製
品がなく，国庫には正貨がない」という状況に陥っていた (1928)。
　1929年の春に，スターリンはなおネップの継続を主張する党内の反対派を
退け，工業建設のいっそうの加速と，「全面的にソヴェト権力の手中にある
社会主義的農業」の創出をめざす方針を確立した。ただし，この時点では，
農業の社会化の有力な手段と考えられたのは，集団化ではなく，₃ 〜 15万
ヘクタールもの土地をトラクターで耕す「穀物工場」を未利用の国有地に大
規模に設立し，それらを穀物供給の基地とすることであった (1929b)（41）。
　強制徴発への復帰およびそれと結びついて，「富農階級との闘争の旗の下
にとられている措置」は，農民の個々の層ではなく「全体としての農民に打
（39 ）　こうした認識は，「この転換は穀物調達危機という突発事態にうながされて緊急避難
的にもたらされたものであり，意識的な選択の産物ではなかった」という現代のソヴェ
ト史研究における一般的な理解と一致する （塩川 1997, p. 150）。
（40 ）　1928年はじめの非常措置が共産党内で多くの批判を招き，激しい論争を引き起こし
たことについては，Carr and Davies （1969), 渓内 （2004） を参照。
（41 ）　ブルツクスは，機械技師やトラクター運転手の不足，修理体制の欠如，不利な気候
条件，労働者の住居の不足などの要因により，これらの巨大農場の成功は見込めないと
指摘し，この事業に支出されている巨額の資金は，「国民経済の観点のみならず，ソヴェ
トの現実的な利益にとっても，人為的に活力を奪われた農民経営の振興のために支出す
るほうが，はるかに有意義」であると述べている（Бруцкус 1929b）。「穀物工場」につ
いては，Brutzkus （1929） も参照。
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撃を与えた」。ブルツクスは，農民が，「1921年の冬を想起させる，権力に
対する流血の闘争」を開始したことを記している (1929a, c. 473)（42）。しかし，
農民の抵抗が十分な組織性を欠くという状況の下で，ソヴェト権力は，攻撃
と後退を繰り返しながら，まもなく強制的集団化に乗り出してゆくのである（43）。
₄　危機からの活路
　右派に対するスターリンの最終的勝利とともに「ロシアは再び自らの発展
における破局的な局面に入った」(c. 473)。ブルツクスによれば，この深刻
な危機からの活路は，ロシアの国民経済を，「農民の利益により適合的なも
の」とする方向に「新たに建て直す」ことにしかない (1929c)。それは具体
的には，以下のことを意味する。
　人々の生活水準を引き上げるためには資本蓄積が必要であるが，国が貧し
い現状では，その主たる原資は「外国資本の豊かな流入」に求めなければな
らない (1928)。外的状況はロシアへの資本流入に有利であり，「阻害要因は
もっぱら，ロシアには資本に必要な法制度が欠けていることにある」。ロシ
アの農民経営の本格的な進歩は，「工業化された西欧と緊密な関係を結ぶ」
場合にのみ可能である。そのためには，農民は貿易の国家独占や国有商業組
織による「法外な搾取」から解放され，「互いに競争する資本主義的組織や，
外見の上だけでなく実質的な自由をもつ協同組合を通じて，国内外の市場に
参加する機会を与えられなければならない」。 それゆえ，「ロシアに必要な
のは，資本主義の広範な発展である」(1929a, c. 473)。
　ブルツクスが擁護する資本主義体制は，資本主義企業と労働者のみからな
（42 ）　この時期の農村の実情を伝える資料集として，Данилов （1999), Берелович и Дани-  
лов （2000） を参照。これらの資料と公開の言説を比較すると，専制国家では，秘密警
察は真実を記録することが許される唯一の機関であることがわかる。
（43 ）　五カ年計画と強制集団化に関するブルツクスの分析については，Brutzkus （1935）, 
森岡 （2008b） を参照。
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る純粋で一元的な社会ではなく，「資本主義の指導的役割にもかかわらず，
その構造に一定の多様性をもつ」システムである。資本主義の多様性は，経
済的には，農民経営や協同組合などの非資本主義的組織の発展，高い技能や
知識を持つ専門家集団の形成，内的構造と対外関係の複雑化に現れる。また，
資本主義は，「民主主義および市民的自由と両立しうる」システムであり，
実際に，諸国を統治する「現代の民主主義国家」は，ブルジョア的利益への
奉仕者ではなく，「勤労大衆に目を向ける」能力を持つ「社会的な国家」と
なっている (1929a, c. 467)（44）。西欧の労働者階級は，「ある程度まで政治権
力に参加」し，それを通じて，「自らの具体的利益を擁護し，自らの経済状
態を資本主義経済秩序の枠内で著しく改善する」方法を学んだ。このことが，
彼らを革命的熱狂から遠ざけたのである (Brutzkus 1925, S. 244)。
　しかし，ブルツクスの考えでは，共産党の独裁の下では，ロシアの資本主
義的発展はありえない。ネップの崩壊は，「法秩序を前提する資本主義と，
独裁体制を前提する革命的社会主義の意味での社会主義との間には，いかな
る堅固な妥協も成立不可能」であることの実証である。亡命ロシア人の一部
は，レーニン死後の党内闘争やネップ期の政策に，ロシアにおけるテルミド
ールを見いだした。しかし，それらの闘争や政策がどれほど重要なものであ
ろうと，共産党独裁の基本的な性格は何ら変化していない。「レーニンの死
は共産主義の伝統を強化したにすぎず，赤の広場にあるレーニン廟は，墓場
の敷石のように，ロシアの復活を封じ込めている」(Бруцкус 1927a)。
　望ましい社会体制を実現するために「社会の自然な分化過程を暴力的に抑
え込む」ことは，「プロレタリア党の独裁の下でのみ，すなわち，政府が法
治国家のあらゆる原則をブルジョア的なものとして原理的に否認し，法律の，
（44 ）　ブルツクスは，第一次大戦後のドイツにおける「失業保険，資本と労働の紛争の強
制的仲裁，労働組合の中央組織の労働者階級代表としての承認，等々の制度の導入」を，
この面での重要な前進と考えている （Бруцкус 1929a, c. 467）。
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自らが発した法律さえもの上に立つ体制の下でのみ」可能である。革命政府
は，その思想に忠実である限り「私的所有に対する闘争」をやめることはで
きない (Brutzkus 1925, S. 248)。さらに，
　「ボリシェヴィキは，自らの理想の名で，血の河を流し，未曾有の悪行を
はたらいてきた。今や，自らの理想が誤っていたことを認めることは，彼ら
には心理的に不可能である。流された血と犯された罪は，天に叫び，復讐を
訴えることをやめないだろう。それらは，忘れることも許すこともできない。
それゆえ，共産主義党は，外部の世界に対して独裁以外の態度をとることは
できない。それは，ただ一つの体
レジ
制
ーム
しか知らない。すなわち，テロルの体制
である。自由の体制は，たとえ部分的なものであっても，共産主義だけでな
く，共産主義者の破滅をもたらす恐れがある。共産党は，この嫌悪すべき統
治形態に宿命的に縛りつけられている」(Бруцкус 1927b)。
　こうして，共産党権力が，自由と法治の体制に内的に進化することはあり
えない。危機から脱出は，「大きな政治的変動なしには，不可能」であり，
この変動は，「共産主義を徹底的に克服し，民衆の生活から跡形なく消し去
る」ものでなければならない (1929a, c. 473)（45）。
Ⅵ　結び
　以上にみたブルツクスのネップ論は，変動と動揺に満ちた過程を同時進行
で，しかも亡命地からとらえたものでありながら，その把握の基本的な正確
さと深さにおいて，歴史的検証に十分に堪えうる内容を持っている。とりわ
け注目に値する特徴としては，次の₆点をあげることができる。
（45 ）　ブルツクスは，後に中国で生じたように，共産党が政治的独裁を維持したまま私的
分散的な資本蓄積を段階的に許容するという可能性は全く想定していなかった。とはい
え，「改革開放」を導いた鄧小平の思想的転換は，それ以前の社会主義経済建設および
それに伴う「階級闘争」（党内闘争）の半世紀以上にわたる経験の省察ぬきには，あり
えなかったであろう。
40
　第₁に，ブルツクスは，ネップを，民衆が困難な闘争によって共産党権力
から獲得したものとしてとらえ，この点でネップへの移行とその後の国民経
済の復興に，きわめて大きな意義を認めている。スターリン批判後，ロシア
革命を肯定しながらスターリン時代のソ連を批判する人々の一部は，ネップ
期のソヴェト経済に，ソヴェト社会主義の非スターリン的発展の可能性を求
めた。ブルツクスのネップ論は，ネップの意義と，その破壊の重大かつ致命
的な帰結を強調する点では，こうした議論と一致する（46）。しかし，ブルツ
クスにとって，ネップ崩壊が悲劇である理由は，それが，社会主義の望まし
い発展の道を閉ざしたことではなく，反対に，社会主義の克服に向けた礎石
となるべき，自由な売買の権利を圧殺したことにある。
　第₂に，ブルツクスがソヴェト経済を規定する際にとっている方法は，商
品-貨幣形式をとる生産組織と資本主義的企業の区別，および国民経済にお
ける指導的要素と副次的・従属的な要素の区別という点で，示唆に富むもの
である。共産党は，マルクス主義に忠実に，農民経営がその経営の合理化と
革新によって市場向けの生産を拡大することを，農業における資本主義の形
成と同一視した。この同一視が，ソヴェト政府の対農民政策に，資本主義へ
の敵意によって説明しうる程度をはるかに越える抑圧的・破壊的な性格を与
えたことを考えるならば，ブルツクスの議論は，たんなる概念規定の方法に
とどまらない，現実的な意味をもっている。
　第₃に，ブルツクスは，ネップ期のソヴェト経済において，私的商業が，
革命期に寸断された農工間の結合を修復し，国家による農民の収奪を制限す
る役割を果たしていたことに注目している。これは，ソヴェト権力と農民の
対抗関係を理解するうえで，重要な点である。市場がその本来の機能を果た
すためには，貨幣に加えて，商人の柔軟で機動的な活動が欠かせない。社会
（46 ）　代表的なものとして，コーエン （1979） がある。レヴィン （1972), 渓内 （2004）の観
点も（ブハーリン個人の評価は別として）これに近い。
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主義者に限らずロシアの知識人の多くが私的商業への敵意を共有していたこ
とは，戦争と革命の時代の経済政策に重大な否定的影響を及ぼした。しかし，
市場における，流通機能の専門的担い手としての商人と商業の役割は，理論
経済学の分野でも，まだ十分に明らかにされているとは言えない（47）。
　第₄に，ブルツクスは，国家の計画がその通りに運ばないことと並んで，
計画の核心的部分が実現すること自体の危険性を強調している。社会主義計
画経済をめぐっては，計画実行の困難性に比べて，計画の内容を問う議論は
少ない。ソヴェト経済では，五カ年計画の正式承認の以前から，国内で利用
可能な資源や，民衆の現在の需要から乖離した巨大な建設計画が，建設に要
する費用や時間を顧みることなく強行され，それによって，復興しつつあっ
た国民経済のバランスは失われた。ブルツクスの理解では，計画原理と混沌
は対立するものではなく，むしろ，このような意味での計画原理の貫徹こそ
が，経済に全面的な混沌をもたらすのである。
　第₅に，商品飢饉とその諸原因に関するブルツクスの分析は，巨大な建設
計画の強行と市場の解体に伴う混沌の中で生じる，固有の法則的現象を明ら
かにするものである。それは，理論的に構成された社会主義経済の考察にと
どまらない，実存する社会主義経済を対象とする経済理論における開拓者的
な寄与として評価できる。急激な工業化の下での全般的な商品不足は，ブル
ツクスの言う，ソヴェト経済の諸条件の下で経済の諸法則がとる「独特の結
合」の代表的事例であろう。
　最後に，ブルツクスは，ソヴェト政府の経済機関で活動する非党員知識人
に敬意を払い，彼らが，共産党の厳しい検閲の下にありながら，経済資料の
客観性や，経済政策をめぐる議論の内容的な多様性に貢献していたことを，
（47 ）　新古典派経済学は商業の意義を積極的に認めるが，その理論的なモデルに商人が登
場することはほとんどない。分散的で本源的な不確実性を伴う市場に固有の現象として
の「流通」の機能を明らかにすることは，なお現代的な課題である。
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高く評価している。ブルツクスが，自ら亡命の地にありながら，多くの亡命
知識人と違って，ソ連にとどまって政府機関で働く非党員知識人に否定的な
態度をとることをせず，むしろ彼らの置かれた困難な立場に心をよせたこと
は， 特筆に値する。このことはまた，彼のネップ論の強みの一つでもある。
なぜなら，経済政策において非党員専門家役割がはたした役割の大きさは，
ネップ期のソヴェト経済の重要な一側面をなしているからである。
　ネップ崩壊以前のブルツクスのネップ論に，ネップの長期的帰結に関する
楽観がみられることは否定できない。彼は，ネップの限界と矛盾を指摘しな
がらも，ネップ下で生じた発展は堅固であり，「全能の支配党の一回の方針
転換によって，その全ての果実が破壊されることはない」，社会化部門の長
期的後退は避けられず，この過程は「共産党独裁の崩壊」を持って終わるで
あろうという展望を抱いていた（1925d）。しかし，ブルツクスの展望に反し
て，1928年の冬以降の共産党の急激な路線転換は，ネップの全ての果実を破
壊した。この予見の誤りの本質は，ソヴェト国家の権力の巨大さと，共産党
指導者の経済的崩壊を恐れぬ大胆さが，それらを誰よりも強調していたブル
ツクスの想定をも上回っていたことにある。ネップの崩壊は，ブルツクスに
大きな衝撃と失望を与えたが，彼のネップ論は，それを説明しうる枠組みを
備えていた。彼が1929年の論文の執筆に際して，展望以外の部分でそれ以前
の議論を修正する必要を感じなかったのは，そのためである。
　ブルツクスのネップ論は，上述の諸特徴が示すように，ソヴェト社会主義
の透徹した批判という側面で先見的であるだけでなく，ネップ期ソヴェト経
済の矛盾に満ちた構造と展開の内在的かつ多面的な把握という点でも，卓越
した貢献である。冒頭で述べたように，ブルツクスによるマルクス主義的社
会主義の理論的批判は，社会主義思想とソヴェト社会主義の歴史を論じるう
えで，逸することができないものとなっている。彼のネップ論もまた，それ
に劣らぬ意義をもつ貢献であることは疑いない。
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